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はじめに 

 

環境問題は世界的に重要な問題である。製造業か

ら始まった環境配慮活動は近年、サービス業にも

徐々に広まっている。それでもなお、サービス業に

おけるエネルギー消費量は多い。経済産業省・資源

エネルギー庁によると、第三次産業におけるエネル

ギー消費量の第 4 位(注 1)はホテルである。その理

由としては、ホテルには客室・宴会場・プールなど

を中心にエネルギーを多く使う施設があることが挙

げられる。(注 2)さらに近年、訪日外国人が年々増

加しており、(注 3)宿泊客数も付随して増加してい

る(注 4)。そのため今後、ホテル・旅館の環境への

負荷は増大していくであろうと私達は考えている。

現在、ホテル・旅館は省エネルギーや節水による環

境負荷を軽減する活動や、地域と連携した環境配慮

活動(注 5)を行っている。しかし、それはいまだ一

部の宿泊施設に限られている。私達がホテル・旅館

の環境配慮活動に焦点を当てた研究をすることは、

宿泊業の環境配慮活動の一層の発展、推進に役立つ

であろう。私達は、このテーマを研究するに当たり

環境配慮活動はホテル・旅館の利益に繋がり、地域

と連携した環境配慮活動は地域に良い効果を与える

という仮説を立てた。この仮説を検証するために、

私達はプレアンケート調査・訪問調査・アンケート

調査を実施し、分析を行った。 

第 1章では、ホテル・旅館の環境配慮活動の現状

について具体例を用いて説明する。第2章では、私

達の立てた仮説と、それを検証するために行ったア

ンケート調査の概要について説明する。続く第3章

では、アンケート結果の分析によって得られた仮説

の検証結果について説明する。結論を先に述べると、

環境配慮活動は費用の削減に繋がりホテル・旅館の

利益は増大するという検証結果が得られた。また、

一部のホテル・旅館では地域と連携した環境配慮活

動により、当該地域の経済と交流の活性化などをも

たらしていることがわかった。更に、新たに導出さ

れた仮説の検証を行う。最後の第4章では、環境へ

の配慮をホテル・旅館に普及させるために、ホテル・

旅館と認証機関に対して提案を行う。 
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第1章 ホテル・旅館の環境配慮活動の現状 

 

1-1 ホテル・旅館の環境配慮活動の定義 

 

 私達は Karl Bonnedahl (2008)が提唱した定義を

参考にし、以下のようにホテル・旅館の環境配慮活

動を定義した。(注 6) 

 

ホテル・旅館の環境に関する方針や戦略の策定、

省エネルギー、節水、廃棄物の削減といった環境

に配慮した活動 

 

この定義をもとに私達の研究を進めていく。 

 

1-2 ホテルの環境配慮活動の具体例 

 

1-2-1 株式会社帝国ホテル 

 2016年6月に株式会社帝国ホテルは公益財団法人

日本環境協会エコマーク事務局が認定するエコマー

ク認証を取得した。環境に対する取り組み体制とし

て環境委員会を整備し、社員一丸となって環境配慮

活動を進めている。環境配慮活動の具体例としては、

客室アメニティのリサイクル、リネン不交換の実施、

宴会場利用者へのグリーン電力(注 7)利用の案内、

屋上緑化、日比谷公園の花壇管理(注 8)、環境循環

型野菜(注 9)の利用が挙げられる。 

 

1-2-2 株式会社スーパーホテル 

 株式会社スーパーホテルは環境大臣が認定する

「エコファースト企業」(注 10)である。環境配慮活

動の具体例としては、LED 照明の導入、宿泊客への

アメニティ持参の依頼、節水型シャワーヘッドの導

入、有機野菜の利用が挙げられる。 

 

1-3 ヨーロッパと日本における環境認証の取得数

の比較 

 

 環境配慮に向けて活動しているホテル・旅館など

の宿泊施設が取得、公表できる制度として宿泊施設

の環境認証がある。日本のホテル・旅館が取得して

いる主な環境認証はアースチェック(注 11)、エコマ

ーク(注 12)、グリーンキー(注 13)、ビオホテル(注

14)である。 

 

表 1. ヨーロッパと日本の環境認証の取得数 

 

 日本 デンマーク ドイツ 

エコ 

マーク 

7 0 0 

グリーン

キー 

1 128 40 

ビオ 

ホテル 

(2)※ 0 32 

 

※Bio Hotel Japanの認証を受けたホテル・旅館で

あり、ドイツのDie BIO-HOTELS(ビオホテル協会)が

認証するものとは多少異なる。 

 

※※エコマーク、グリーンキー、ビオホテルのホー

ムページを基に作成 

 

日本発祥の宿泊施設の環境認証としてはエコマー

ク認証が挙げられる。現在、7 つのホテルが認証を

取得している。一方で、デンマーク発祥のグリーン

キーは、デンマーク国内だけで宿泊施設やレストラ

ンなどの128か所が認定されている。ドイツ発祥の

ビオホテルはドイツ国内だけで 32 か所の宿泊施設

が認定されている。以上のことからヨーロッパと日

本のホテルの認証取得数を比較すると、ヨーロッパ

の方が圧倒的に多いことがわかる。 

 

第 2章 研究の概要 

 

2-1 仮説の設定 

 

私達はこの研究を行うにあたり以下の2つの仮説

を立てた。 

 

仮説１ 環境配慮活動はホテル・旅館の利益を増大さ

せるだろう。 

 

仮説 2 地域と連携した環境配慮活動は当該地域に

良い効果をもたらすだろう。 
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2-2 アンケート調査の概要 

 

2-2-1 調査手法 

 

 日本のホテル・旅館の環境配慮活動の現状を把握し、

私達の仮説の検証をするために首都圏のホテル・旅

館を対象に2016年8月から9月にかけてアンケート

調査を実施した。アンケート調査を実施する前にプ

レアンケート調査として、私達は6月下旬から7月

上旬にかけて千代田区内のホテル5社に訪問し、ア

ンケート案に関する助言を頂き、改善・修正を行っ

た。訪問したホテルは、学士会館、スーパーホテル

Lohas 東京駅八重洲中央口、コンフォートホテル東

京神田、東京ステーションホテル、帝国ホテル東京

である。更に、環境認証機関2社を訪問し、環境認

証に関する聞き取り調査を行った。訪問した環境認

証機関は、公益財団法人日本環境協会エコマーク事

務局と特定非営利活動法人FEE JAPANである。これ

らの訪問調査と同時に6月上旬から8月中旬にかけ

てアンケート調査を実施するホテル・旅館の抽出を

行った。そして、アンケート調査への協力の依頼を

行った。その後、8 月から 9 月にかけてアンケート

を電子メールで送付・回収し、統計分析を行った。  

 

2-2-2 調査項目 

 

アンケートの項目は大きく分けて以下の4つであ

る。（注15） 

Ⅰ宿泊施設の概要（7問） 

Ⅱ宿泊施設の環境配慮活動の取り組み（19問） 

Ⅲ宿泊施設の環境認証（3問） 

Ⅳ宿泊施設と地域社会の繋がり（2問） 

 

2-2-3 調査対象 

 

アンケート調査の対象として、Tripadvisor(注

16)から関東圏のホテル・旅館、3481件を抽出した。

その中から各宿泊施設のホームページに問い合わせ

フォームがある、またはメールアドレスのあるホテ

ル・旅館806件へアンケート調査への協力依頼をし

た。そして調査協力の承諾を得られたホテル・旅館

に私達が作成したアンケートを主に電子メールで送

付し、回答してもらった。 

 

2-2-4 アンケート調査の回収結果 

 

 2016年 8月 31日までに宿泊施設から返送された

アンケート、51件を有効回答として分析した。回収

率は6.33%である。また、項目によっては「無回答」

を除いて統計分析を行った。 

 

第 3章 アンケート調査の結果及び仮説の検証 

 

 本章では、2 章で述べた私達が回収したアンケー

ト結果を基に統計分析を行った。3章前半部分では、

私達が立てた2つの仮説の検証方法及び検証結果に

ついて述べていく。また、3 章後半部分では、アン

ケート結果より、新たに導出された仮説の検証方法

及び検証結果について述べていく。 

 

3-1 仮説 1の検証 

 

私達は「ホテル・旅館の環境配慮活動は利益を増

大させるだろう」という仮説を立てた。これを検証

するために、環境配慮活動を行っているホテル・旅

館の数とその活動により経費が削減できたホテル・

旅館の数との相関を見た。この2項目間に相関関係

が認められれば、ホテル・旅館の環境配慮活動は利

益の増大に繋がることが検証される。更に、私達は

環境配慮活動を行ったホテル・旅館の数と客室料金

を上げたホテル・旅館の数との相関を見た。この 2

項目間に相関関係が認められなければ、ホテル・旅

館は環境配慮活動によって、客室料金を上げる必要

はなかったことになる。つまりホテル・旅館は環境

配慮活動を行うことで、客室料金を上げることなく

かえって経費を削減でき、利益を出したと言える。

以下では仮説の検証を行っていく。 

まず、環境配慮活動を行っているホテル・旅館の

数とその活動によって経費が削減された数との相関

を見た。検証結果は下の表の通りである。 

 

表 2. 環境配慮活動を行っているホテル・旅館の数

とその活動により経費が削減できた数の相関

係数 

 

相関係数 0.8872  

有意 F 0.0166 (*) 

※表の見方は（注17）を参照 
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 上の表の結果より、ホテル・旅館の環境配慮活動

と経費削減との間に強い相関関係が認められた。よ

って、ホテル・旅館の環境配慮活動は経費の削減に

なり、利益の増大に繋がることが検証された。 

次に、環境配慮活動を行っているホテル・旅館の

数と客室の料金を上げた数との相関を見た。結果は

下の表の通りである。 

 

表 3. 環境配慮活動を行っているホテル・旅館の数

と客室料金を上げたホテル・旅館の数の相関

係数 

 

相関係数 0.002551  

有意 F 0.724853 ( ) 

 

上の表の検証結果より、環境配慮活動を行ってい

るホテル・旅館の数と客室料金を上げたホテル・旅

館の数との相関関係は認められなかった。したがっ

て、ホテル・旅館は環境配慮活動によって、客室料

金を上げる必要がなかったことが検証された。 

つまり、ホテル・旅館は環境配慮活動によって、

客室料金を上げる必要が無く、むしろ経費を削減で

きたと言える。以上のことから、「ホテル・旅館の環

境配慮活動は利益を増大させるだろう」という私達

の仮説は検証された。 

 

3-2 仮説 2の検証 

 

ここでは、「地域と連携した環境配慮活動は当該地

域に良い効果をもたらすだろう」という私達の仮説

の検証を行っていく。これを検証するために、地域

と連携した環境配慮活動を行っているホテル・旅館

の数とその活動により地域に良い効果をもたらした

と回答した数との相関を見た。この2項目間に相関

関係が認められれば、ホテル・旅館の地域と連携し

た環境配慮活動は当該地域に良い効果をもたらすこ

とが検証される。検証結果は下の表の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

表 4. 地域と連携した環境配慮活動を行っているホ

テル・旅館の数とその活動により「当該地域

に良い効果が生まれた」と回答した数の相関

係数 

 

相関係数 0.0087412  

有意 F 0.881132 ( ) 

 

上の表の検証結果より、2 項目間に強い相関関係

は認められなかった。よって、「地域と連携した環境

配慮活動は、当該地域に良い効果をもたらすだろう」

という仮説は検証されなかった。しかし、私達のア

ンケート調査において、地域に良い効果をもたらし

ているホテル・旅館もあることがわかった。具体例

は以下の通りである。 

 

① 地域の方々とコミュニケーションを取ることに

より街全体が活性化している （東京都） 

② 地元のレストランの集客が増加した （栃木県） 

③ ホテル回りの清掃、雪かきなどを行い、周辺の

企業との交流がうまれた (栃木県） 

 

以上のような回答結果が得られたため、一部のホ

テル・旅館では、地域と連携した環境配慮活動によ

り、当該地域の経済や交流の活性化などの効果をも

たらしていることがわかった。 

 

3-3 その他の仮説の導出と検証 

 

  アンケート調査の結果から、以下の新たな2つ

の仮説を導出した。 

 

仮説 3 環境配慮活動はホテル・旅館のイメージアッ

プに繋がるだろう。 

 

仮説 4 環境配慮活動は従業員の士気向上に繋がる

だろう。 

 

3-3-1 仮説 3の検証 

ここでは、「環境配慮活動はホテル・旅館のイメー

ジアップに繋がる」という私達の仮説の検証を行っ

ていく。これを検証するために、イメージアップを

目的として環境配慮活動を行っているホテル・旅館

の数とその活動により目的を達成したと感じたと回
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答したホテル・旅館の数の相関を見る。この2項目

間に相関関係が認められれば、イメージアップを目

的に環境配慮活動を行っているホテル・旅館はイメ

ージアップを感じているということが検証される。

検証結果は下の表の通りである。 

 

表 5. イメージアップを目的として環境配慮活動を

行っているホテル・旅館の数とその活動により「目

的を達成したと感じた・やや感じた」と回答したホ

テル・旅館の数の相関係数 

 

相関係数 0.8163  

有意 F 0.096 ( ) 

 

 上の表より、環境配慮活動と企業イメージアップ

の２つの項目間に相関関係が認められた。しかしな

がら、「ホテル・旅館の環境配慮活動は企業イメージ

アップに繋がる」という傾向が見い出せたにすぎな

い。 

 

3-3-2 仮説 4の検証 

ここでは、「ホテル・旅館の環境配慮活動は従業員

の士気向上に繋がる」という私達の仮説の検証を行

っていく。これを検証するために、従業員の士気向

上を目的として環境配慮活動を行っているホテル・

旅館の数とその活動により目的を達成したと感じた

と回答したホテル・旅館の数の相関を見る。この 2

項目間に相関関係が認められれば、従業員の士気向

上を目的に環境配慮活動を行っているホテル・旅館

は従業員の士気向上を感じているということが検証

される。検証結果は下の表の通りである。 

 

表 6. 従業員の士気向上を目的として環境配慮活動

を行っているホテル・旅館の数とその活動に

より「目的を達成したと感じた・やや感じた」

と回答したホテル・旅館の数の相関係数 

 

相関係数 0.8163  

有意 F 0.0964 ( ) 

 

上の表より、環境配慮活動と従業員の士気向上の

２つの項目間に相関関係が認められた。しかしなが

ら、「ホテル・旅館の環境配慮活動は従業員の士気向

上に繋がる」という傾向が見い出せたにすぎない。 

 

第 4章 環境に配慮するホテル・旅館の普及方策 

 

4-1 ホテル・旅館への提案 

 

4-1-1 従業員への環境に関する資格・検定取得の 

促進 

私達は、ホテル・旅館に対して、従業員への eco

検定(注 18)・環境プランナー(注 19)などの環境に関

する検定や資格の取得の促進を提案する。 

下の表はホテル・旅館が環境配慮活動を行う際に、

ハードルとなる要因を示したものである。この表か

らホテル・旅館が環境配慮活動を行う際にハードル

となっているのは、「環境配慮活動を推進していく上

での知識不足」(23 社)と「従業員への負担の増加」

(23社)であることがわかる。 

 

表 7. 環境配慮活動を行う際のハードルとなって 

いる要因 

 

 
 

※アンケート調査をもとに独自に作成 

 

 つまり、環境配慮活動を行う際に、環境配慮活動

そのものに関する知識が不足している現状や従業員

の負担が増加する現状がある。 

したがって、私達は、ホテル・旅館に対して、従

0 5 10 15 20 25

従業員負担増加

環境配慮活動を

推進していく上での

知識不足

コスト増加

顧客の意識の低さ

顧客満足度
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業員へのeco検定・環境プランナーなどの環境に関

する検定や資格の取得の促進を提案する。従業員に

環境に関する資格・検定取得を推奨することで、従

業員の環境配慮活動への理解を深める。また、環境

に関する資格・検定の取得を昇給・昇進の条件とす

ることで、従業員の環境配慮活動へのモチベーショ

ンを上げる。環境配慮活動により従業員への負担は

増えてしまうが、環境に関する資格・検定の取得を

昇給・昇進の条件とすることで従業員の負担を相殺

し、従業員の士気向上に繋げる。結果として、知識

不足が改善され、環境配慮活動による従業員への負

担を相殺し、従業員の環境配慮活動への士気向上に

繋げることができる。 

 

4-1-2 ホテル・旅館の環境認証の取得 

私達は、ホテル・旅館に対し、環境認証の取得を

提案する。私達は、アンケートにおいて「宿泊施設

の環境認証」に関する質問項目を設けてホテル・旅

館の環境認証取得の現状や課題の調査を行った。 

アンケート調査の結果、「環境認証を取得している

宿泊施設の数」は51社中 4社であった。また、「認

証を取得していない、または検討中である」宿泊施

設の数は 51 社中 39 社であった。このように、約 8

割のホテル・旅館が環境認証を取得していないこと

から、ホテル・旅館の環境認証制度はいまだ普及し

ていないということがわかる。また、「環境認証を知

らない宿泊施設の数」は、51 社中 21 社であり、そ

もそも認証自体が十分に認知されていない現状があ

る。また、ホテル・旅館の環境認証を取得しない理

由として、「ホテル・旅館の認証制度に関する知識不

足」（6社）、「社会的な認知度が低く、売り上げの増

大に繋がるとは考えられない」（6社）といった回答

が得られた。 

このように、ホテル・旅館の環境認証に関する知

識が不足していることや認証取得によるメリットを

認識できていないことが、ホテル・旅館の環境認証

の取得に際しての課題であるとわかった。しかし、

環境認証は顧客が宿泊施設を選ぶ際の選択の基準に

なり得ることがわかっている。 

 

 

 

 

 

表 8. エコマーク認定サービスの利用動向 

 

 

  

出典 公益財団法人エコマーク事務局(2015) 

「エコマーク認知度調査」 

 

上の表は、環境認証の一つであるエコマークを取

得している施設・サービスを利用してみたいと考え

ている消費者の割合を示したものである。表が示す

ようにエコマークを取得しているホテル・旅館を利

用してみたいと回答した消費者は 61.2%に上る。つ

まり、環境認証取得は、顧客が宿泊施設を選択する

際の基準となり得るのである。よって、私達はホテ

ル・旅館に対し環境認証の取得を提案する。 

 

4-2 認証機関への提案  

  

私達は、認証機関に対して、シティホテル・リゾ

ートホテルを中心に環境認証の普及を促進すること

を提案する。私達はエコマーク事務局のホテル・旅

館の環境認証の基準から、環境配慮活動を、環境部

署の設置、廃棄物削減・リサイクル、省エネルギー、

節水、グリーン購入、地域と連携した環境配慮活動

の6つに分類した。下のレーダーチャートは、シテ

ィホテル、リゾートホテル、ビジネスホテル、旅館

の営業形態ごとの環境配慮活動の実施状況を示した 

0 20 40 60 80 100 120

カーシェアリング

損害保険

ホテル・旅館

利用してみたい 利用してみたいと思わない
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ものである (注 20) 。 

 

表 9. 営業形態別の環境配慮活動の実施状況 

 

  

  

   

※アンケート調査をもとに独自に作成 

 

上の表より、シティホテル・リゾートホテルが積極

的に環境配慮活動を行っていることがわかる。つま

り、シティホテルとリゾートホテルは環境配慮活動

による利益を最も実感している営業形態であると言

える。したがって、これらのホテルを対象として、

認証機関はホテル・旅館の環境認証の取得を促進す

るべきである。具体的には、シティホテルとリゾー

トホテルに向けて環境認証に関するセミナーの開催

を提案する。前述したように環境認証の普及の課題

となっているのは、認証制度の認知度の低さとホテ

ル・旅館の環境に関する知識の不足である。したが

って、認証機関がホテルや旅館に対してセミナーを

開催し、認証を取得することのメリットを発信して

いくことで、環境認証の認知度の向上とホテルの環

境に関する知識の不足を解消することが可能である。 
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おわりに 

 

 アンケート調査の結果から、環境配慮活動は経費

の削減に繋がり、ホテル・旅館の利益は増大するこ

とがわかった。また、相関関係は見出せなかったが、

一部の地域のホテル・旅館では地域と連携した環境

配慮活動により当該地域の経済と交流の活性化など

の効果をもたらしていることもわかった。そこで、

私達は環境に配慮するホテル・旅館の普及方策を提

案した。 

ホテル・旅館には、従業員に対して環境に関する

資格・検定取得を促進すること、ホテル・旅館の環

境認証を取得することを提案した。認証機関にはシ

ティホテル・リゾートホテルをターゲットとし、認

証取得を促進することを提案した。 

 今後の研究の課題としては、仮説2でホテル・旅

館の地域と連携した環境配慮活動と当該地域への良

い効果との相関がはっきりと見られなかったことが

挙げられる。私達はこの原因として、回収できたア

ンケートの多くの割合を都市部のホテルが占めたた

めであると考える。今後、地方のホテル・旅館のア

ンケート調査の回答数を増やせれば、有意な相関が

見られると推察する。そして、私達はホテル・旅館

の環境配慮活動を消費者側の観点も含めて、更に研

究していきたいと考えている。そのために、12月 8

日から 10 日にかけて東京ビッグサイトで行われる

エコプロダクツ展（日本経済新聞社主催）で消費者

アンケートを行う予定である。 

最後に、様々な形でご協力を頂いた全ての企業の

方々へ感謝の意を表し、この論文を結ぶ。 

 

【注釈】 

1. 第 1 位は事務所・ビル、第 2 位は卸売り、第 3

位は病院である。事務所・ビル、卸売りは研究

対象を特定することが難しく、また病院は環境

問題に馴染まない場所であるため私達はホテル

に焦点を当てた。 

経済産業省・資源エネルギー庁「平成25年度エ

ネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書

2014） 

(http://www.enecho.meti.go.jp/about/whitep

aper/2014html/2-1-2.html：11月 4日閲覧) 

2. 一般財団法人省エネルギーセンター「ホテルの

エネルギー消費の特徴」 

（http://www.eccj.or.jp/hotel/hotel01/01.h

tml:2016年 11月 4日閲覧） 

3. 日本政府観光局（JNTO）「ビジット・ジャパン事

業開始以降の訪日客数の推移（2003 年～2015
年）」 

(http://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/mark

etingdata_tourists_after_vj.pdf:2016 年 11

月 17日閲覧) 

4.  国土交通省・観光庁「宿泊旅行統計調査 平成

27年 1月～12月分（年の確定値）」 

（  http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/t
oukei/shukuhakutoukei.html:2016年 11月 4日

閲覧） 

5. 地域と連携した環境配慮活動とは、ホテル・旅

館内で積極的に地域の食材を利用したり、ホテ

ル・旅館でエコツアーを実施したり、ホテル・

旅館の従業員が地域の清掃活動に参加したりと

いった活動のことである。 

6. Begona Calvache, Marion Evra “GREEN HOTELS 

IN SWEDEN”から以下を参考にした。 

“Those hotels that have followed this 

process and strive to be more environmentally 

friendly through the efficient use of energy, 

water and materials while providing quality 

services are defined as “green hotels”.” 

7. グリーン電力とは、自然エネルギーの利用によ

り二酸化炭素を排出しないで発電した、環境に

優しい電力のことである。 

8. 花壇管理とは、ホテル内で使用しているアルミ

缶をリサイクルし、それを換金した資金で日比

谷公園の一部の花壇を管理しているということ

である。 

9. 環境循環型野菜とは、ホテル内のレストラン・

宴会場で発生した食品廃棄物を野菜の栽培用の

肥料にし、この肥料によって栽培された野菜の

ことである。 

10. エコファースト企業とは、環境の分野において、

「先進的、独自的でかつ業界をリードする事業

活動」を行っている企業であることを環境大臣

によって認定された企業のことである。 

11. アースチェックとは、オーストラリアで1987年

に生まれた主に旅行と観光に関する環境認証制

度である。 

12. エコマークとは、日本で1989年に生まれた環境
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への負荷が少ないことを証明する認証制度であ

る。 

13. グリーンキーとは、デンマークで1994年に生ま

れた環境配慮活動の継続に重点を置いている認

証制度である。 

14. ビオホテルとは、ドイツで2001年に生まれた限

りなく自然素材の使用をめざす認証制度である。 

15. アンケートの各質問、及びその集計等の詳細は、

当ゼミナール・ホームページ上に公開してある

ので、参照されたい。 

(http://www.kisk.meiji.ac.jp/~omorizem/) 

16. TripAdvisor とは、ホテル・旅館等の口コミや

価格が閲覧できる国内最大級のウェブサイトの

ことである。 

17. 表の見方  

この相関係数は、2項目間で一方が上がれば も

う一方が上がる関係の強さを表す。 強さの（程

度）度合いについては 以下が目安となる。  

±0.0～0.2 ほとんど相関がない  

±0.2～0.4 やや弱い相関がある  

±0.4～0.7 やや強い相関がある  

±0.7～1.0 強い相関がある    

表中のアスタリスク(*)は相関の有意さ （信頼性）

を示し、これがつくことによって その相関の有

意性が認められたとする。    

* 有意 F 0.05  ** 有意 F 0.01 

（それぞれ、相関が有意ではない可能性は 5％未

満、1％未満）  

18. eco 検定は、環境社会検定試験のことである。

複雑・多様化する環境問題を幅広く体系的に身

につけることができる試験である。 

19. 環境プランナーとは、ビジネスと環境の両立を

組織のために提言・実行できる人材になるため

の資格である。 

20. 表中のスペースの都合上、廃棄物削減・リサイ

クルを「廃棄物削減」、地域と連携した環境配慮

活動を「地域活動」と表記する。 
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